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姶良市 
 

男女共同参画に関する市民意識調査 

- 概要版 - 
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１. 調査の概要 

 

 

２. 回答者の属性 

【性 別】 【年 齢】 【結婚の有無】 

   

【世帯構成】 【夫婦の就労状況】 【子どもの年代（複数回答）】 

  

  

【職 業】 
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学
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児
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歳
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乳
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歳
未
満
）

（n=848）

10.0%

0.6%

0.2%

1.2%

10.0%

1.5%

0.8%

2.6%

10.0%

4.5%

2.6%

7.4%

10.0%

0.1%

0.2%

10.0%

0.2%

0.4%

10.0%

0.7%

1.2%

26.3%

20.3%

34.7%

17.7%

24.1%

8.5%

21.7%

30.3%

9.1%

1.9%

2.2%

1.5%

16.3%

10.4%

25.0%

8.5%

7.4%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

総計

(n=848)

女性

(n=502)

男性

(n=340)

農林漁業 その他商工 農林漁業 商工 その他 非常勤の常勤の 主婦 学生 その他 無回答

『自営業主』 『家族従事者』 『無職』『雇用者』

■ 調査目的： 「第２次姶良市男女共同参画基本計画（女性活躍推進計画含む）」、「第２次姶良市配偶者暴力防止計

画」の事業の参考にするとともに、今後の計画策定の基礎資料を得る目的で実施しました。 

■ 調査対象： 姶良市在住の 18 歳以上の市民 2,000 人（住民基本台帳に基づき、無作為で抽出） 

■ 回収状況： 回収数：848 通（回収率：42.4％） 

■ 調査時期： 令和４年９月 29 日（木）～10 月 21 日（金） 

■ 調査方法： 郵送、Web による配布・回収 

■ 注意事項： 集計結果は百分率で算出し、小数点以下第２位を四捨五入しているため、百分率の合計が 100％に

ならない場合あります。 

10 歳代

1.7％
性別無回答ほか 

0.7％ 

男性 
40.1％ 

女性 
59.2％ 

30 歳代

8.5％

20 歳代

5.3％

40 歳代
13.6％

50 歳代
15.1％

60 歳代
22.6％

70 歳代
24.5％

無回答

0.4％ 

結婚している
71.2％ 

事実上婚姻 

関係にある 

0.5％ 未婚
13.8％

無回答
0.6％

単身世帯 
15.3％ 

夫婦世帯 
45.2％ 

二世代世帯 
35.6％ 

その他 
1.1％ 

三世代世帯 
2.5％ 

どちらも
職業がない

31.9％

どちらも
職業がある

43.9％

無回答
2.5％

離婚・死別 

13.9％ 
80 歳代以上

8.4％ 

無回答 
0.4％ 

配偶者（パートナー）
のみ職業がある

10.7％ 

自分のみ
職業がある

11.0％ 

※お子さんがいらっしゃる方のみ対象としている。

※性別欄で「３（  ）」と回答した方と無回答の方は、回答者の数が少

なかったため、合算して「性別無回答ほか」として集計している。 
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３. 調査結果 

(1) 調査結果の概要 

 

  

■ 各分野の男女の地位の平等感について総計では、「学校教育の中で」や「家庭の中で」では「平等」という回答

が多くなっていますが、「政治の場で」、「社会通念、慣習・しきたりなどで」、「社会全体で」では、依然として

男性の方が優遇されているという回答が多くなっています。 

■ 男女共同参画の関連用語の認知度について総計では、平成 29 年度男女共同参画に関する市民意識調査（姶良

市）と比較すると、「ジェンダー」や「ダイバーシティ」を「知っている（「よく知っている」＋「聞いたことが

ある」）」人の割合が大きく増加しています。 

【知っている人の割合】 

・「ジェンダー」  ：Ｈ29  46.9% ⇒ Ｒ４ 78.3%（31.4 ポイント上昇） 

・「ダイバーシティ」：Ｈ29  32.2% ⇒ Ｒ４ 56.1%（23.9 ポイント上昇） 

■ 女性が職業をもつことについての意識について総計では、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」

という回答が最も多く、平成 29 年度男女共同参画に関する市民意識調査（姶良市）と比較すると 14.2 ポイン

ト増加しています。 

■ 女性が離職せずに働き続けるために必要なことについて総計では、「保育所や学童クラブなど、子どもを預けら

れる環境の整備」、「男性の家事・育児参画への理解・意識改革」、「育児休業後に職場復帰しやすくするための

支援制度の充実」という回答が多くなっています。 

■ 家庭における夫婦の役割分担について総計では、「自治会、校区コミュニティ協議会など地域活動への参加」は

「夫と妻が分担」という回答が多くなっていますが、「家事」、「育児」では妻の役割が大きくなっています。 

■ 新型コロナウイルス感染症の拡大前後での夫婦の役割分担について総計では、「２人の役割分担に変化はない」

と７割以上の人が回答しています。 

■ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について総計では、「反対」する人の割合が「賛成」

する人の割合を大きく上回りました。 

■ 生活の中での優先度について総計では、「仕事を優先」とした回答の割合に、現状と希望でギャップがみられま

す。 

■ 配偶者等からの DV 被害の経験について総計では、これまでに結婚したことがある女性の５人に１人が「心理的

攻撃」の経験があると回答しており、また、経験者は、女性が男性を大きく上回っています。 

■ DV があった際の相談について総計では、男女とも半数以上が「どこ（だれ）にも相談しなかった（できなかっ

た）」と回答しています。 

■ 不安や悩みについて総計では、あると回答した人が半数を超え、「病気・障がいなど身体の健康について」と回

答した割合が最も多くなっています。 

■ 男女共同参画社会形成のために行政が力を入れるべきことについて総計では、「子どもの頃から、男女の平等や

相互の理解・協力についての学習を充実させる」、「職場における労働時間短縮や育児・介護休業制度の普及促

進など、仕事と家庭が両立できる就労環境づくりを進める」、「保育の施設・サービス、高齢者や病人の施設・介

護サービスを充実させる」という回答が多くなっています。 



  3

(2) 男女平等の意識について 

各分野の男女の地位の平等感 ［全員：848 人］ 

 

 
 

 
 

男女平等になるために重要なこと ［男性が優遇されていると感じている人のみ：734 人］ 
 

 
 

8.5%

1.5%

8.7%

8.0%

8.1%

15.9%

28.5%

11.1%

38.0%

16.3%

40.4%

43.8%

33.3%

56.6%

46.1%

59.3%

41.0%

53.3%

26.2%

28.1%

34.6%

12.3%

11.3%

13.4%

3.3%

2.0%

5.1%

3.5%

4.5%

1.3%

0.4%

1.9%

0.8%

0.2%

0.5%

0.5%

0.5%

0.2%

0.2%

0.5%

6.4%

19.2%

12.5%

12.4%

14.3%

8.6%

8.7%

9.9%

2.0%

7.4%

6.6%

3.8%

4.8%

5.1%

4.7%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

家庭の中で

学校教育の中で

職場の中で

地域社会の中で

法律や制度で

社会通念、慣習・

しきたりなどで

政治の場で

社会全体で

総計

(n=848)

男性の方が非

常に優遇されて

いる

どちらかといえば

男性の方が優

遇されている

平等である

どちらかといえば

女性の方が優

遇されている

女性の方が非

常に優遇されて

いる

わからない 無回答

『男性優遇』 『女性優遇』

『男性優遇』

計

46.5%

17.8%

49.1%

51.8%

41.4%

72.5%

74.6%

70.4%

『女性優遇』

計

4.1%

2.2%

5.6%

4.0%

5.0%

1.5%

0.6%

2.4%

9.9%

8.6%

11.9%

36.8%

37.2%

36.7%

16.1%

17.0%

14.4%

9.8%

11.7%

6.5%

12.4%

11.1%

14.7%

4.5%

3.3%

6.1%

1.4%

1.3%

1.4%

9.1%

9.7%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

総計(n=734)

女性(n=452)

男性(n=278)

法令や制度の上で

の見直しを行い、女

性に対する差別的

取扱いにつながるも

のを改めること

女性を取り巻く様々

な偏見、固定的な

社会通念、慣習・し

きたりを改めること

女性自身が経済力

をつけたり、知識・

技術を習得するな

ど、積極的に資質

や能力の向上を図

ること

その他

女性の就業、社会

参加を支援する施

設やサービスの充

実を図ること

行政や企業などの

重要な役職に一定

の割合で女性を登

用する制度を採用・

充実すること

わからない 無回答

総計では、「平等である」と回答した割合が高い分野は「学校教育の中で」（53.3％）、「家庭の中で」

（41.0％）、「法律や制度で」（34.6％）の順となっています。また、すべての分野で『男性優遇』が『女性優遇』

を上回っており、特に「政治の場で」、「社会通念、慣習・しきたりなどで」、「社会全体で」は、『男性優遇』が７

割強と、男女の地位の不平等感が強いことがうかがえます。 

総計では、「女性を取り巻く様々な偏見、固定的な社会通念、慣習・しきたりを改めること」（36.8%）と回答した

割合が最も高く、次いで「女性自身が経済力をつけたり、知識・技術を習得するなど、積極的に資質や能力の向上

を図ること」（16.1%）、「行政や企業などの重要な役職に一定の割合で女性を登用する制度を採用・充実すること」

（12.4%）の順となっています。 
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男女共同参画の関連用語の認知度 ［全員：848 人］ 

 
 

 

  

よく知っている

21.1%

8.1%

23.9%

8.4%

34.1%

7.9%

5.0%

2.9%

13.4%

10.3%

26.5%

4.5%

18.6%

5.5%

聞いたことがある

59.3%

49.4%

62.1%

44.9%

52.7%

44.1%

37.5%

25.7%

38.9%

45.8%

51.8%

21.9%

47.5%

23.7%

知らない

16.7%

38.4%

9.8%

40.6%

9.0%

43.3%

53.1%

66.2%

43.0%

38.8%

16.7%

68.4%

29.5%

66.5%

無回答

2.8%

4.0%

4.1%

6.1%

4.2%

4.7%

4.5%

5.2%

4.6%

5.2%

5.0%

5.2%

4.4%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

男女共同参画社会

男女共同参画社会基本法

配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護等に関する法律（ＤＶ防止法）

女子差別撤廃条約

男女雇用機会均等法

女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律（女性活躍推進法）

政治分野における男女共同参画の

推進に関する法律

ポジティブ・アクション（積極的改善措置）

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

ダイバーシティ（多様性）

ジェンダー（社会的・文化的に形成された性別）

アンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）

性的指向・性自認（LGBTQ）

アウティング（本人の了承なくその人の

性的指向や性自認について暴露すること）

総計

(n=848)

総計では、「よく知っている」と回答した割合が高い用語は、「男女雇用機会均等法」（34.1％）、「ジェンダー（社

会的・文化的に形成された性別）」（26.5％）、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防

止法）」（23.9％）であり、「男女共同参画社会」（21.1％）、「性的指向、性自認（LGBTQ）」（18.6％）、「ワーク・ライ

フ・バランス（仕事と生活の調和）」（13.4％）、「ダイバーシティ（多様性）」（10.3％）を除く他の用語は１割未満

となっています。 

また、「アンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）」、「アウティング （本人の了承なくその人の性的指向

や性自認について暴露すること）」、「ポジティブ・アクション（積極的改善措置）」、「政治分野における男女共同参

画の推進に関する法律」については、半数以上の人が「知らない」と回答しています。 
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(3) 就業について 

女性が職業をもつことについての考え ［全員：848 人］ 

 

 

  

0.2%

0.2%

0.3%

0.6%

0.5%

0.7%

0.2%

0.2%

0.2%

3.9%

3.5%

4.4%

2.9%

3.0%

2.6%

2.3%

2.4%

2.2%

2.1%

2.2%

2.2%

4.8%

3.8%

5.9%

2.9%

2.8%

3.2%

4.6%

4.3%

4.7%

4.3%

4.3%

4.1%

6.5%

6.3%

6.7%

56.3%

55.8%

57.6%

42.1%

40.5%

44.6%

52.3%

51.8%

52.9%

61.0%

63.7%

58.0%

24.1%

24.9%

22.6%

40.8%

42.6%

38.4%

29.4%

29.4%

29.7%

20.3%

19.7%

21.1%

10.0%

10.2%

9.7%

7.4%

7.2%

7.7%

9.5%

10.1%

8.9%

1.7%

1.6%

1.8%

3.5%

3.2%

3.8%

2.1%

2.4%

1.5%

2.1%

2.1%

1.9%

1.7%

1.4%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

総計(n=987)

女性(n=580)

男性(n=401)

総計(n=2,094)

女性(n=1,200)

男性(n=875)

総計(n=2,645)

女性(n=1,407)

男性(n=1,238)

女
性
は
職
業
を
も
た
な
い
方

が
よ
い

結
婚
す
る
ま
で
は
、
職
業
を

も
つ
方
が
よ
い

子
ど
も
が
で
き
る
ま
で
は
、

職
業
を
も
つ
方
が
よ
い

無
回
答

子
ど
も
が
で
き
て
も
、
ず
っ

と
職
業
を
続
け
る
方
が
よ
い

子
ど
も
が
で
き
た
ら
職
業
を

や
め
、
子
ど
も
が
大
き
く

な
っ
た
ら
再
び
職
業
を
も
つ

方
が
よ
い

そ
の
他

今回調査

平成29年度

姶良市調査

令和３年度

鹿児島県調査

令和元年度

内閣府調査

総計では、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」（56.3％）と回答した割合が最も高く、性別でみ

ても男女ともに半数以上の人が「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」と回答しています。 

平成 29 年度男女共同参画社会についての市民意識調査（姶良市）と比較すると、「子どもができても、ずっと

職業を続ける方がよい」と回答した割合は 14.2 ポイント増加し、「子どもができたら職業をやめ、子どもが大きく

なったら再び職業をもつ方がよい」と回答した割合は 16.7 ポイント減少しています。 

令和元年度男女共同参画社会に関する世論調査（内閣府）と比較すると、「子どもができても、ずっと職業を続

ける方がよい」と回答した割合は 4.7 ポイント低くなっており、「子どもができたら職業をやめ、子どもが大きく

なったら再び職業をもつ方がよい」と回答した割合は、3.8 ポイント高くなっています。 
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職場での性別による処遇の違い （複数回答） ［雇用者のみ回答：373 人］ 

 

 

 

 

女性のリーダーを増やすときに妨げとなるもの （複数回答） ［全員：848 人］ 

 

 

  

10.5 
13.7 

10.5 11.0 
13.9 

5.1 
3.2 3.8 

10.5 

3.2 

42.9 

15.3 

4.0 5.1 6.3 

13.0 

8.1 
10.3 

13.5 

3.6 3.6 3.1 

9.0 

2.7 

48.9 

14.3 

2.7 
5.4 

17.0 
15.0 14.3 

12.2 
15.0 

7.5 

2.7 
4.8 

12.9 

3.4 

33.3 

17.0 

5.4 4.8 

0%

20%

40%

60%

総計(n=373)

女性(n=223)

男性(n=147)

募
集
・採
用
の
機
会
に
格
差
が
あ
る

賃
金
に
格
差
が
あ
る

女
性
に
補
助
的
な
業
務
や
雑
用
（お
茶

汲
み
等
）
に
従
事
さ
せ
る
傾
向
が
あ
る

昇
進
、
昇
格
に
格
差
が
あ
る

管
理
職
へ
の
登
用
に
差
が
あ
る

結
婚
や
出
産
時
に
退
職
す
る
慣
例
や

雰
囲
気
が
あ
る

中
高
年
女
性
に
は
退
職
を
促
す
よ
う
な

雰
囲
気
が
あ
る

社
内
研
修
や
教
育
訓
練
・出
張
や
視
察

な
ど
の
機
会
に
差
が
あ
る

育
児
休
業
や
介
護
休
業
の
取
り
易
さ
に

差
が
あ
る

同
じ
職
場
で
夫
と
妻
が
共
に
働
い
て
い
る

場
合
、
ど
ち
ら
か
が
働
き
続
け
に
く
い
雰

囲
気
が
あ
る

特
に
性
別
に
よ
り
処
遇
が
異
な
っ
て
い
る

こ
と
は
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

17.1 

24.2 
19.7 

31.8 

21.1 

28.1 

14.7 

43.9 

33.0 

28.1 

5.0 
7.8 

1.5 
5.7 

16.9 

25.1 

17.1 

33.5 

24.9 

30.1 

14.5 

50.2 

36.1 

28.7 

4.2 
8.2 

1.6 
4.8 

17.4 

22.4 23.5 

29.4 

15.6 

25.3 

15.0 

34.7 

28.8 27.4 

6.2 7.1 

1.5 

6.8 

0%

20%

40%

60%

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

現
時
点
で
は
、
必
要
な
知
識
や
経
験
な
ど
を

持
つ
女
性
が
少
な
い
こ
と

女
性
が
リ
ー
ダ
ー
に
な
る
た
め
に
必
要
な
知

識
や
経
験
な
ど
を
得
る
機
会
が
少
な
い
こ
と

女
性
自
身
が
リ
ー
ダ
ー
に
な
る
こ
と
を
希
望

し
な
い
こ
と

女
性
は
リ
ー
ダ
ー
に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
と
い

う
偏
見
が
存
在
す
る
こ
と

上
司
・
同
僚
・
部
下
と
な
る
男
性
や
顧
客
が

女
性
リ
ー
ダ
ー
を
希
望
し
な
い
こ
と

長
時
間
労
働
の
改
善
が
十
分
で
な
い
こ
と

企
業
な
ど
に
お
い
て
は
、
管
理
職
に
な
る
と

広
域
異
動
が
増
え
る
こ
と

保
育
・
介
護
・
家
事
な
ど
に
お
け
る
配
偶
者

（パ
ー
ト
ナ
ー
）な
ど
の
家
族
の
支
援
が
十

分
で
は
な
い
こ
と

保
育
・
介
護
の
支
援
な
ど
の
公
的
サ
ー
ビ
ス

が
十
分
で
は
な
い
こ
と

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や
マ
タ
ニ
テ
ィ
・
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
等
の
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
が
存
在
す
る
こ
と

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

総計では、「特に性別により処遇が異なっていることはない」（42.9％）と回答した割合が最も高く、次いで「管理

職への登用に差がある」（13.9％）、「賃金に格差がある」（13.7％）の順となっています。 

また、性別でみると、女性は「特に性別により処遇が異なっていることはない」と回答した割合が男性より 15.6

ポイント高くなっており、「中高年女性には退職を促すような雰囲気がある」と回答した人を除くすべての項目で男

性が女性を上回っています。 

総計では、「保育・介護・家事などにおける配偶者（パートナー）などの家族の支援が十分ではないこと」（43.9％）

と回答した割合が最も高く、次いで「保育・介護の支援などの公的サービスが十分ではないこと」（33.0％）、「女性

はリーダーにふさわしくないという偏見が存在すること」（31.8％）の順となっています。 

また、性別でみると、女性は「保育・介護・家事などにおける配偶者（パートナー）などの家族の支援が十分では

ないこと」と回答した割合が半数を超えており、男性より 15.5 ポイント高くなっています。 
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管理職以上に昇進することへのイメージ （複数回答） ［全員：848 人］ 

 

 

 

女性が働き続けるために必要なこと （複数回答） ［全員：848 人］ 

 

 

  

32.3 
37.9 

50.5 

10.0 

20.0 

38.2 

71.6 

10.5 

34.6 

3.2 
5.9 

0.8 2.4 

36.1 38.2 

52.2 

7.8 

18.1 

39.0 

70.1 

11.4 

41.8 

3.0 
6.6 

0.8 2.4 

27.1 

36.8 

48.5 

13.5 

22.9 

36.8 

73.5 

9.1 

23.8 

3.5 4.7 
0.9 2.4 

0%

20%

40%

60%

80%
総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

や
り
が
い
の
あ
る
仕
事
が
で
き
る

賃
金
が
上
が
る

能
力
が
認
め
ら
れ
た
結
果
で
あ
る

家
族
か
ら
評
価
さ
れ
る

自
分
自
身
で
決
め
ら
れ
る
事
柄
が

多
く
な
る

や
る
べ
き
仕
事
が
増
え
る

責
任
が
重
く
な
る

や
っ
か
み
が
出
て
足
を
引
っ
張
ら
れ
る

仕
事
と
家
庭
の
両
立
が
困
難
に
な
る

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

75.0 

34.6 

42.9 

56.0 

47.6 

24.1 

35.0 

48.7 

35.5 

26.1 

51.7 

1.8 3.3 0.9 1.5 

77.5 

36.5 
43.2 

59.0 

48.2 

25.5 

34.3 

51.0 

39.4 

25.1 

53.2 

1.4 3.4 0.8 1.2 

71.5

31.5

42.6

52.1
47.1

22.4

36.5

45.9

29.7 27.6

49.7

2.4 2.9 1.2 2.1

0%

20%

40%

60%

80%

100%

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

保
育
所
や
学
童
ク
ラ
ブ
な
ど
、
子
ど
も
を

預
け
ら
れ
る
環
境
の
整
備

介
護
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

家
事
・育
児
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

男
性
の
家
事
・
育
児
参
画
へ
の

理
解
・意
識
改
革

女
性
が
働
き
続
け
る
こ
と
へ
の

周
囲
の
理
解
・
意
識
改
革

働
き
続
け
る
こ
と
へ
の
女
性
自
身
の

意
識
改
革

男
女
双
方
の
長
時
間
労
働
の
改
善
を
含
め
た

働
き
方
改
革

職
場
に
お
け
る
育
児
・介
護
と
の
両
立
支
援

制
度
の
充
実

短
時
間
勤
務
制
度
や
在
宅
勤
務
制
度
な
ど
の

導
入

育
児
や
介
護
に
よ
る
仕
事
へ
の
制
約
を
理
由
と

し
た
昇
進
な
ど
へ
の
不
利
益
な
取
扱
い
の
禁
止

育
児
休
業
後
に
職
場
復
帰
し
や
す
く
す
る

た
め
の
支
援
制
度
の
充
実

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

総計では、「責任が重くなる」（71.6％）と回答した割合が最も高く、次いで「能力が認められた結果である」

（50.5％）、「やるべき仕事が増える」（38.2％）、「賃金が上がる」（37.9％）の順となっています。 

また、性別でみると、「仕事と家庭の両立が困難になる」と回答した割合は女性が男性より 18.0 ポイント高く、

「家族から評価される」、「自分自身で決められる事柄が多くなる」、「責任が重くなる」と回答した割合は男性が女

性より高くなっています。 

総計では、「保育所や学童クラブなど、子どもを預けられる環境の整備」（75.0％）と回答した割合が最も高く、

次いで「男性の家事・育児参画への理解・意識改革」（56.0％）、「育児休業後に職場復帰しやすくするための支援制

度の充実」（51.7％）、「職場における育児・介護との両立支援制度の充実」（48.7％）、「女性が働き続けることへの

周囲の理解・意識改革」（47.6％）、の順となっています。 

また、性別でみると、女性は「短時間勤務制度や在宅勤務制度などの導入」と回答した割合が男性より 9.7 ポイ

ント高く、男性は「育児や介護による仕事への制約を理由とした昇進などへの不利益な取扱いの禁止」、「男女双方

の長時間労働の改善を含めた働き方改革」などと回答した割合が女性より高くなっています。 
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(4) 家庭生活について 

家庭における夫婦の役割分担 ［現在、結婚（事実婚を含む）している人のみ回答：608 人］ 

 

 

※「自分」と「配偶者」を性別ごとに「夫」と「妻」として集計しています。（男性の「自分」及び女性の「配偶者」を「夫」、男性の「配偶者」及び女性の「自分」を

「妻」として集計しています。ただし、性別が「無回答」の場合の回答は「無回答」に含まれます。） 

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大前後での家庭における夫婦の役割分担の変化 ［現在、結婚（事実婚を含む）している人のみ回答：608 人］  
 

 

 
 

※今回調査は、「自分」と「配偶者」を性別ごとに「夫」と「妻」として集計しています。（男性の「自分」及び女性の「配偶者」を「夫」、男性の「配偶者」及び女性

の「自分」を「妻」として集計しています。ただし、性別が「無回答」の場合の回答は「無回答」に含まれます。） 

  

夫

1.6%

0.8%

2.0%

19.9%

妻

64.6%

40.3%

24.0%

32.9%

夫と妻が分担

28.8%

21.9%

21.4%

32.1%

その他の人

0.3%

0.2%

1.5%

0.5%

該当しない

0.7%

24.7%

40.8%

9.7%

無回答

3.9%

12.2%

10.4%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

家事

育児

介護・看護

自治会、校区コミュニティ

協議会など地域活動への参加

総計

(n=608)

夫の役割が

増加

2.1%

1.8%

2.6%

夫の役割が

やや増加

4.3%

2.1%

7.1%

妻の役割が

増加

4.8%

6.0%

3.3%

妻の役割が

やや増加

6.9%

9.8%

3.3%

２人とも

役割が増加

5.1%

3.3%

7.1%

２人とも

役割が減少

0.2%

0.3%

２人の役割分担

に変化はない

72.0%

71.4%

72.9%

無回答

4.6%

5.4%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

総計

(n=608)

女性

(n=336)

男性

(n=269)

『夫の役割

増加』

計

6.4%

3.9%

9.7%

『妻の役割

増加』

計

11.7%

15.8%

6.6%

『夫の役割増加』 『妻の役割増加』

総計では、「夫と妻が分担」と回答した割合が高い項目は「自治会、町内会、公民館など地域活動への参加」（32.1％）

で、この項目においては夫婦で協力して行われていることがうかがえます。「妻」と回答した割合が高い項目は「家

事」（64.6％）、「育児」（40.3％）となっており、これらの項目においては家庭における役割が「妻」に偏っているこ

とがうかがえます。 

総計では、新型コロナウイルス感染症拡大前後での夫婦の役割分担に変化はないと７割弱（72.0％）の人が回答

しています。 

また、性別でみると、女性は「妻の役割増加」（15.8％）と回答している割合に対して、男性は「妻の役割増加」

（6.6％）の割合が「夫の割合増加」（9.7％）より低くなっています。 
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「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方 ［全員：848 人］ 

 

 

 

(5) 仕事と家庭・地域への取組について 

地域活動への参加状況 （複数回答） ［全員：848 人］ 

 

 
  

4.6%

3.6%

6.2%

28.2%

26.1%

31.5%

34.9%

37.6%

30.6%

28.1%

28.3%

27.9%

4.2%

4.4%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

『賛成』 『反対』

『賛成』

計

32.8%

29.7%

37.7%

『反対』

計

63.0%

65.9%

58.5%

42.9 

7.0 

12.5 

1.5 2.8 3.1 2.5 
4.8 

13.7 

1.5 

39.5 

4.0 

42.2 

8.0 

14.1 

1.6 1.6 
3.8 

1.6 
4.4 

15.3 

0.8 

37.5 

5.4 

43.8 

5.3 

10.0 

1.5 
4.4 

1.8 
3.8 

5.6 

11.5 

2.6 

42.4 

2.1 

0%

20%

40%

60%

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

自
治
会
、
校
区
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
協
議
会
な
ど
の

地
区
を
単
位
と
し
た
団
体
活
動

婦
人
（女
性
）
会
、
老
人
ク
ラ
ブ
、
青
年
団
な

ど
の
団
体
活
動

子
ど
も
会
、
Ｐ
Ｔ
Ａ
、
ス
ポ
ー
ツ
少
年
団
な
ど

の
子
ど
も
の
活
動
に
関
わ
る
団
体
活
動

消
費
者
運
動
、
環
境
保
護
運
動
な
ど
の
住
民

活
動

民
生
委
員
・児
童
委
員
、
ス
ポ
ー
ツ
推
進
員
な

ど
の
公
的
な
委
員
活
動

子
育
て
支
援
や
高
齢
者
介
護
、
障
害
者
福
祉

な
ど
を
目
的
と
し
た
グ
ル
ー
プ
活
動

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
な
ど
の
非
営
利
活
動

特
定
の
団
体
や
グ
ル
ー
プ
に
属
さ
ず
、
個
人
と

し
て
地
域
に
貢
献
す
る
活
動

ス
ポ
ー
ツ
や
趣
味
、
文
化
振
興
な
ど
に
関
わ
る

サ
ー
ク
ル
活
動

そ
の
他

特
に
何
も
し
て
い
な
い

無
回
答

総計では、『反対』（63.0％）する人の割合が『賛成』（32.8％）する人の割合を大きく上回っています。 

性別でみると、女性は｢どちらかといえば反対｣(37.6％)、男性は「どちらかと言えば賛成」(31.5％)と回答した割

合が最も高くなっています。また、男女とも『反対』が『賛成』を上回り、女性では 36.2 ポイント、男性では 20.8

ポイント高くなっています。 

総計では、「自治会、校区コミュニティ協議会などの地区を単位とした団体活動」（42.9％）と回答した割合が最

も高く、次いで「スポーツや趣味、文化振興などに関わるサークル活動」（13.7％）、「子ども会、ＰＴＡ、スポーツ

少年団などの子どもの活動に関わる団体活動」（12.5％）の順となっています。 

また、性別でみると、女性は「子ども会、ＰＴＡ、スポーツ少年団などの子どもの活動に関わる団体活動」、「ス

ポーツや趣味、文化振興などに関わるサークル活動」などと回答した割合が男性より高く、男性は「民生委員・児

童委員、スポーツ推進員などの公的な委員活動」などで女性より高くなっています。 
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家庭生活の中での優先度 ［全員：848 人］ 

 
 

【総 計】（n=848） 【女 性】（n=502） 【男 性】（n=340） 

 

男女が家事などに積極的に参加するために必要なこと （複数回答：３つ以内） ［全員：848 人］ 
 

 

15.4 

31.1 

6.7 

20.9 

2.4 

9.9 

5.3 

4.5 

3.8 

3.2 

27.8 

5.8 

23.9 

2.6 

14.9 

12.5 

7.4 

1.9 

0% 20% 40%

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「地域・個人の生活」を優先

「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先

「仕事」と「地域・個人の

生活」をともに優先

「家庭生活」と「地域・個人の

生活」をともに優先

「仕事」と「家庭生活」と「地域・

個人の生活」をともに優先

わからない

無回答

現状 希望

12.5 

34.3 

6.0 

23.1 

1.2 

11.6 

3.6 

3.6 

4.2 

2.6 

27.7 

5.6 

24.1 

1.4 

17.5 

12.0 

7.2 

2.0 

0% 20% 40%

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「地域・個人の生活」を優先

「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先

「仕事」と「地域・個人の

生活」をともに優先

「家庭生活」と「地域・個人の

生活」をともに優先

「仕事」と「家庭生活」と「地域・

個人の生活」をともに優先

わからない

無回答

現状 希望

20.0 

26.8 

7.9 

17.6 

4.1 

7.6 

7.9 

4.7 

3.2 

4.1 

27.9 

5.9 

23.8 

4.4 

11.2 

13.5 

7.4 

1.8 

0% 20% 40%

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「地域・個人の生活」を優先

「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先

「仕事」と「地域・個人の

生活」をともに優先

「家庭生活」と「地域・個人の

生活」をともに優先

「仕事」と「家庭生活」と「地域・

個人の生活」をともに優先

わからない

無回答

現状 希望

29.7 

3.9 

50.0 

17.1 18.6 

37.3 

23.7 

15.3 

5.2 5.8 6.5 
3.1 

7.3 

0.9 
3.4 

34.1 

4.0 

48.6 

19.1 19.9 

43.4 

21.9 

15.3 

4.4 5.8 5.2 
3.0 

6.6 

1.2 
3.6 

23.8

3.8

51.8

14.1
16.8

27.9 26.5

15.3

6.5 5.9 7.6
3.2

8.2

0.6
3.2

0%

20%

40%

60%

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

男
性
が
家
事
な
ど
に
参
画
す
る
こ
と
に
対
す

る
男
性
自
身
の
抵
抗
感
を
な
く
す
こ
と

男
性
が
家
事
な
ど
に
参
画
す
る
こ
と
に
対
す

る
女
性
の
抵
抗
感
を
な
く
す
こ
と

夫
婦
や
家
族
間
で
互
い
の
立
場
を
理
解
し
、

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
よ
く
は
か
る
こ
と

年
配
者
や
周
囲
の
人
が
、
夫
婦
の
役
割
分

担
等
に
つ
い
て
の
当
事
者
の
考
え
方
を
尊

重
す
る
こ
と

社
会
の
中
で
男
性
に
よ
る
家
事
、
子
育
て
、

介
護
、
地
域
活
動
に
つ
い
て
も
そ
の
評
価
を

高
め
る
こ
と

家
事
な
ど
に
つ
い
て
、
性
別
に
よ
ら
ず
、
身
に

付
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
育
て
方
を
す

る
こ
と

労
働
時
間
短
縮
や
休
暇
制
度
を
普
及
す
る

こ
と
で
、
仕
事
以
外
の
時
間
を
よ
り
多
く

持
て
る
よ
う
に
す
る
こ
と

男
性
が
家
事
、
子
育
て
、
介
護
、
地
域
活
動

に
関
心
を
高
め
る
よ
う
啓
発
や
情
報
提
供

を
行
う
こ
と

研
修
等
に
よ
り
、
男
性
の
家
事
、
子
育
て
、

介
護
等
の
技
能
を
高
め
る
こ
と

男
性
が
子
育
て
や
介
護
、
地
域
活
動
を
行

う
た
め
の
仲
間
（ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
づ
く
り
を

進
め
る
こ
と

家
庭
や
地
域
活
動
と
仕
事
の
両
立
な
ど
の

問
題
に
つ
い
て
、
男
性
が
相
談
し
や
す
い

窓
口
を
設
け
る
こ
と

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

生活の中での優先度について総計でみると、「現状」では、「家庭生活を優先している」（31.1％）と回答した割合

が最も高く、次いで「仕事と家庭生活をともに優先している」（20.9％）、「仕事を優先している」（15.4％）の順と

なっています。 

また、「希望」については、「家庭生活を優先したい」（27.8％）と回答した割合が最も高く、次いで「仕事と家庭

生活をともに優先したい」（23.9％）、「家庭生活と地域・個人の生活をともに優先したい」（14.9％）の順となってい

ます。 

「現状」と比べると、「仕事と家庭生活と地域・個人の生活をともに優先したい」と回答した割合が 7.2 ポイント

高くなっているのに対し、「仕事を優先したい」と回答した割合が 12.2 ポイント低くなっています。 

性別でみると、男女ともに「家庭生活を優先している」と回答した割合が最も高くなっています。 

総計では、「夫婦や家族間で互いの立場を理解し、コミュニケーションをよくはかること」（50.0％）と回答した

割合が最も高く、次いで「家事などについて、性別によらず、身に付けることができるような育て方をすること」

（37.3％）、「男性が家事などに参画することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと」（29.7％）の順となっていま

す。 
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(6) 男女の人権について 

配偶者等からの DV 被害経験の有無 ［結婚（事実婚を含む）したことがある人のみ回答：726 人］ 
 

 

 

  

一、二度あった

15.3%

18.2%

10.9%

11.7%

14.2%

7.8%

8.8%

10.3%

6.8%

3.2%

4.2%

1.7%

3.0%

3.7%

2.0%

何度もあった

10.5%

13.8%

5.8%

3.4%

5.1%

1.0%

7.7%

9.6%

5.1%

3.6%

4.9%

1.7%

3.2%

5.4%

まったくない

68.6%

63.6%

75.9%

79.5%

76.0%

84.7%

78.1%

75.5%

81.6%

87.3%

85.3%

90.1%

87.6%

85.5%

90.5%

無回答

5.6%

4.4%

7.5%

5.4%

4.7%

6.5%

5.4%

4.7%

6.5%

5.9%

5.6%

6.5%

6.2%

5.4%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

総計

(n=726)

女性

(n=429)

男性

(n=294)

総計

(n=726)

女性

(n=429)

男性

(n=294)

総計

(n=726)

女性

(n=429)

男性

(n=294)

総計

(n=726)

女性

(n=429)

男性

(n=294)

総計

(n=726)

女性

(n=429)

男性

(n=294)

『あった』

『あった』

計

下記、①②③④

いずれかの暴力

①身体的暴行

②心理的攻撃

③経済的圧迫

④性的強要

32.0%

16.7%

19.3%

8.8%

19.9%

11.9%

9.1%

3.4%

9.1%

2.0%

25.8%

15.1%

16.5%

6.8%

6.2%

総計では、配偶者等からの DV 被害の経験があると３割弱（25.8％）の人が回答しており、「心理的攻撃」につい

ては 16.5％、「身体的暴行」については 15.1％、「経済的圧迫」については 6.8％と回答しています。 

また、性別でみると、「いずれかの暴力」を受けた経験があると回答した女性は約 3.1 人に１人（32.0％）、「身体

的暴行」を受けた経験があると回答した女性は約 5.2 人に１人（19.3％）となっています。いずれの暴力について

も、経験があると回答した割合は、女性が男性を大きく上回っています。 
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DV にあった際の相談の有無 （複数回答） ［暴力や嫌がらせ等を受けた経験がある人のみ回答：237 人］ 
 

 

 

 

DV 防止に必要なこと （複数回答） ［全員：848 人］ 
 

 

24.5 23.2 

0.4 0.8 1.7 0.8 
3.0 

0.8 0.8 0.4 0.8 

38.4 

2.1 

19.0 

27.0 
24.1 

0.6 1.1 1.7 1.1 
3.4 

1.1 0.6 0.0 0.6 

40.2 

2.9 

13.8 
16.1 

19.4 

0.0 0.0 1.6 0.0 1.6 0.0 1.6 1.6 1.6 

33.9 

0.0 

33.9 

0%

20%

40%

60%

総計(n=237)

女性(n=174)

男性(n=62)

無
回
答

家
族
や
親
戚
に
相
談
し
た

友
人
、
知
人
に
相
談
し
た

学
校
関
係
者
（教
員
、
養
護
教
員
、
ス
ク
ー
ル

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
な
ど
）
に
相
談
し
た

医
療
関
係
者
（医
師
、
看
護
師
、
助
産
師
な
ど
）

に
相
談
し
た

民
間
の
専
門
家
や
専
門
機
関
（弁
護
士
・
弁
護
士

会
、
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
機
関
、

民
間
シ
ェ
ル
タ
ー
な
ど
）
に
相
談
し
た

配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
（県
女
性
相

談
セ
ン
タ
ー
、
県
男
女
共
同
参
画
セ
ン
タ
ー
な

ど
）
に
相
談
し
た

警
察
に
連
絡
・相
談
し
た

法
務
局
や
人
権
擁
護
委
員
に
相
談
し
た

住
ん
で
い
る
市
町
村
の
相
談
窓
口
（
住
民
相
談
、

婦
人
相
談
員
や
女
性
相
談
な
ど
）
に
相
談
し
た

他
の
市
町
村
の
女
性
相
談
窓
口
（婦
人
相
談
員

や
女
性
相
談
な
ど
）
に
相
談
し
た

そ
の
他
の
公
的
な
機
関
に
相
談
し
た

ど
こ
（だ
れ
）
に
も
相
談

し
な
か
っ
た
（で
き
な
か
っ
た
）

そ
の
他

43.4 

57.3 

21.6 

10.1 

25.9 25.7 

37.1 

21.0 

47.4 

20.4 

1.5 

8.6 

1.7 3.8 

45.2 

58.4 

20.9 

8.4 

27.3 27.1 

38.8 

22.9 

50.4 

21.7 

1.0 

8.8 

1.2 
4.4 

41.2 

55.9 

22.9 

12.6 

24.1 23.8 

34.7 

18.2 

42.9 

18.2 

2.1 

8.2 

2.4 2.9 

0%

20%

40%

60%

80%

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

無
回
答

家
庭
で
保
護
者
が
子
ど
も
に
対
し
、
性
別
に
由
来

す
る
人
権
問
題
や
暴
力
を
防
止
す
る
た
め
の

教
育
を
行
う

学
校
で
児
童
・生
徒
・学
生
に
対
し
、
性
別
に

由
来
す
る
人
権
問
題
や
暴
力
を
防
止
す
る
た
め

の
教
育
を
行
う

職
場
な
ど
で
、
性
別
に
由
来
す
る
人
権
問
題
に

関
わ
る
啓
発
を
行
う

地
域
で
、
暴
力
を
防
止
す
る
た
め
の
研
修
会
、

イ
ベ
ン
ト
な
ど
を
行
う

メ
デ
ィ
ア
を
活
用
し
て
、
広
報
・啓
発
活
動
を

積
極
的
に
行
う

暴
力
を
ふ
る
っ
た
こ
と
の
あ
る
者
に
対
し
、
二
度
と

繰
り
返
さ
な
い
た
め
の
教
育
を
行
う

加
害
者
へ
の
罰
則
を
強
化
す
る

暴
力
を
助
長
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
情
報
（雑
誌
、

パ
ソ
コ
ン
ソ
フ
ト
な
ど
）
を
取
り
締
ま
る

被
害
者
が
早
期
に
相
談
で
き
る
よ
う
、
身
近
な

相
談
窓
口
を
増
や
す

被
害
者
を
発
見
し
や
す
い
立
場
に
あ
る
警
察
や

医
療
関
係
者
に
対
し
、
研
修
や
啓
発
を
行
う

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

総計では、「どこ（だれ）にも相談しなかった（できなかった）」（38.4％）と回答した割合が最も高く、相談した

（できた）人は「家族や親戚に相談した」（24.5％）、「友人、知人に相談した」（23.2％）などの順となっています。

総計では、「学校で児童・生徒・学生に対し、性別に由来する人権問題や暴力を防止するための教育を行う」（57.3％）

と回答した割合が最も高く、次いで「被害者が早期に相談できるよう、身近な相談窓口を増やす」（47.4％）、「家庭

で保護者が子どもに対し、性別に由来する人権問題や暴力を防止するための教育を行う」（43.4％）の順となってお

り、学校や家庭における人権問題や暴力を防止するための若年層への教育が必要と回答している人が多くなってい

ます。 
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(7) 悩みや相談について 

不安や悩みの有無と内容 ［全員：848 人（不安や悩みの有無）、不安や悩みがある人のみ：467 人(不安や悩みの内容・複数回答)］  
 

 

 

【 不安や悩みの有無（総計、性別） 】 

 

 

【 不安や悩みの内容・複数回答（総計、性別） 】 

 

 

  

ある

55.1%

62.2%

45.0%

ない

37.0%

30.1%

47.1%

無回答

7.9%

7.8%

7.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

19.5 

30.8 

39.4 

22.5 

5.4 

19.3 

12.8 
15.2 

2.6 

37.0 

0.6 0.6 

3.6 

21.0 

4.9 4.9 5.4 

25.1 

17.3 

0.4 
2.4 

0.6 

17.3 

32.1 

38.8 

23.7 

6.7 

22.1 

14.7 
16.0 

2.9 

38.5 

1.0 0.6 
3.2 

20.5 

4.8 
3.5 

4.8 

29.2 

18.9 

0.0 
2.2 

0.3 

24.2 

28.8 

41.2 

20.3 

2.6 

13.7 

8.5 

13.7 

2.0 

34.6 

0.0 0.7 

4.6 

20.9 

5.2 
7.8 

6.5 

17.0 

13.7 

1.3 2.0 1.3 

0%

20%

40%

60%

総計(n=467)

女性(n=312)

男性(n=153)

雇
用
・転
職/

再
就
職
な
ど
仕
事
に
つ
い
て

生
活
費
・借
金
な
ど
お
金
に
つ
い
て

病
気
・障
が
い
な
ど
身
体
の
健
康
に
つ
い
て

ス
ト
レ
ス
・
う
つ
な
ど
心
の
健
康
に
つ
い
て

恋
愛
や
結
婚
に
つ
い
て

夫
婦
・親
子
な
ど
家
族
間
の
人
間
関
係
に
つ
い
て

育
児
・子
育
て
に
つ
い
て

介
護
・看
護
に
つ
い
て

妊
娠
・出
産
に
関
す
る
こ
と
に
つ
い
て

自
分
や
家
族
の
将
来
に
つ
い
て

配
偶
者
等
か
ら
の
暴
力
に
関
す
る
こ
と

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
な
ど
に
関
す
る
こ
と

パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
な
ど
に
関
す
る
こ
と

職
場
で
の
問
題
に
つ
い
て
（
人
間
関
係
、
労
働
条
件
、
労
働

環
境
な
ど
）

就
業
に
お
け
る
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
・能
力
開
発
に
関
す
る
こ
と

地
域
で
の
人
間
関
係
や
活
動
に
関
す
る
こ
と

防
災
に
関
す
る
こ
と

自
分
の
生
き
方
に
関
す
る
こ
と

自
分
で
も
よ
く
分
か
ら
な
い
も
や
も
や
と
し
た
気
持
ち

性
的
指
向
・性
自
認
に
関
す
る
こ
と

そ
の
他

無
回
答

総計では、不安や悩みがあると６割弱（55.1％）の人が回答しており、その内容は、「病気・障がいなど身体の健

康について」（39.4％）と回答した割合が最も高く、次いで「自分や家族の将来について」（37.0％）、「生活費・借

金などお金について」（30.8％）の順となっています。 

また、性別でみると、女性は不安や悩みがあると回答した割合が高く、男性は不安や悩みがないと回答した割合

が高くなっています。男女とも不安や悩みの内容は、「病気・障がいなど身体の健康について」と回答した割合が最

も高くなっています。 
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(8) 姶良市の男女共同参画施策について 

男女共同参画社会形成のために行政が力を入れるべきこと （複数回答：３つ以内） ［全員：848 人］ 
 

 

 

 

 

 

9.0 

44.0 

13.3 14.0 

6.3 

10.6 

14.2 

10.1 

31.4 

25.7 

7.5 
6.0 

1.1 

7.7 
5.3

0.6 1.3 
2.6 

7.7 

1.2 

6.1 7.2 

46.4 

12.4 
13.7 

5.6 

10.8 
12.4 

8.8 

35.3 

27.9 

9.0 

5.0 

0.6 

6.6 
4.4 

0.4 1.0 2.0 

7.8 

0.8 

6.4 

11.8

41.2

14.7 14.7

7.4

10.6

17.1

11.8

25.9
22.9

5.3
7.6

1.8

9.1
6.5

0.9 1.8 2.9

7.6

1.8

5.6

0%

20%

40%

60%

総計(n=848)

女性(n=502)

男性(n=340)

市
の
施
策
に
係
る
計
画
等
の
見
直
し
を
行
う

子
ど
も
の
頃
か
ら
、
男
女
の
平
等
や
相
互
の
理
解
・
協
力
に
つ
い
て
の

学
習
を
充
実
さ
せ
る

生
涯
学
習
の
場
に
お
け
る
男
女
の
平
等
や
相
互
の
理
解
・
協
力
に
つ
い
て
の

学
習
を
充
実
さ
せ
る

学
校
や
家
庭
で
、
男
女
の
人
権
に
関
わ
る
啓
発
を
進
め
る

広
報
誌
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
な
ど
で
、
男
女
の
平
等
や
相
互
の
理
解
・
協
力

に
つ
い
て
Ｐ
Ｒ
す
る

女
性
に
対
す
る
暴
力(

セ
ク
ハ
ラ
や
Ｄ
Ｖ
な
ど)
の
防
止
や
被
害
者
支
援

に
取
り
組
む

政
策
方
針
決
定
の
場
へ
の
女
性
の
参
画
を
進
め
る

職
場
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
取
り
扱
い
に
つ
い
て
周
知
徹
底
を
行
う

職
場
に
お
け
る
労
働
時
間
短
縮
や
育
児
・
介
護
休
業
制
度
の
普
及
促
進

な
ど
、
仕
事
と
家
庭
が
両
立
で
き
る
就
労
環
境
づ
く
り
を
進
め
る

保
育
の
施
設
・サ
ー
ビ
ス
、
高
齢
者
や
病
人
の
施
設
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
を

充
実
さ
せ
る

女
性
の
就
業
支
援
の
た
め
、
就
業
情
報
の
提
供
や
職
業
訓
練
を
充
実
さ
せ
る

地
域
、
企
業
等
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進
役
と
な
る
人
材
を

育
成
す
る

Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
民
間
団
体
の
連
携
を
支
援
す
る

男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
情
報
提
供
や
交
流
、
相
談
、
学
習
・
研
修
な
ど

を
行
う
施
設
を
充
実
さ
せ
る

県
、
他
市
町
村
と
の
連
携
の
推
進

男
女
共
同
参
画
の
視
点
を
踏
ま
え
た
地
域
活
動
に
つ
い
て
、

表
彰
な
ど
を
行
う

性
的
指
向
・性
自
認
に
関
す
る
啓
発
を
進
め
る

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

総計では、「子どもの頃から、男女の平等や相互の理解・協力についての学習を充実させる」（44.0％）と回答した

割合が最も高く、次いで「職場における労働時間短縮や育児・介護休業制度の普及促進など、仕事と家庭が両立で

きる就労環境づくりを進める」（31.4％）、「保育の施設・サービス、高齢者や病人の施設・介護サービスを充実させ

る」（25.7％）の順となっています。 
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